


当社は株主の皆様への利益還元

を経営の重要施策の一つとして

考え、内部留保を確保しつつ継続

的かつ安定的な利益還元を行う

ことを基本方針としており、当期

の中間配当は日頃のご支援にお

応えするため、1株当たり40円

とさせていただきました。

　株主の皆様には、平素より格別のご支援を賜り厚く御礼
申し上げます。ここに第65期（平成23年4月1日から平成
24年3月31日まで）の中間報告書をお届けするにあたり
謹んでご挨拶申し上げます。
　政府の震災復興構想会議で「被災地域の復興なくして日本
経済の再生はなく、日本経済の再生なくして被災地域の真の
復興はない」との提言に、一企業として恐れながらに同意
するものであります。一般的に社会性と収益性とは背反
するところかもしれませんが今のわが国はこの二律創生が
重要と考えます。
　すでにお知らせのとおり（平成23年9月28日 プレス
リリース）宮城県黒川郡大和町の弊社新工場建設が平成24
年秋の操業開始を目標に始まりました。震災で大きな被害を
受けたグループ会社 多賀城研究所（宮城県多賀城市）の機能
を全面移管するとともに、将来の事業拡大に備えた生産
拠点の一つとしての目的があり、また被災地域との共生で

復興への端緒を開くという思いの「新工場」でございます。
　さて、わが国では今後いよいよ高齢化が進むことにより
医療需要は毎年3%の伸張が続くと予想され、地域を担う
医療機関に質の高い安定した医療を提供することが期待
されております。弊社では、この期待を実現するために
尚一層「医療の質の向上と効率化」に努め、ユーザーである
お客様と患者の皆様とのつながりを深め地域医療の一助を
尽くして参ります。
　そして医用電子機器メーカーとして「安全・安心・快適」
を基軸とした製品とサービスを提供し続けることで社会から
信頼される企業を確立すべく今後も邁進いたす所存で
ございます。
　株主の皆様におかれましては、何卒ご理解と変わらぬ
ご支援を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

平成23年12月

　今後の経済環境につきましては、東日本大震災の影響や米国・
欧州の経済不安など景気の下振れが顕在化していることから
流動的な状況が続くことが予想されます。当社グループを取り
巻く環境においても景気後退の影響が懸念されておりますが、
市場動向を注視しながらお客様第一主義を基軸に引き続き高付

加価値製品の提供に努めて参ります。
　当第2四半期連結累計期間の業績が予想を上回ったことを踏
まえて、平成24年3月期 通期連結業績予想を修正いたしまし
た。連結売上高900億円、連結営業利益81億円、連結経常利益
81億円、連結当期純利益42億円を見込んでおります。

3  通期の見通し

連結営業の概況ごあいさつ

株主様への利益還元について

1株当たりの
中間配当金

40円

代表取締役社長

2  部門別概況　（平成23年4月1日～平成23年9月30日）

2011.09　第2四半期連結売上高
（海外売上高を含む）

売上高合計
426億34百万円
（前年同期比1.7%減）

生体検査装置
116億79百万円

生体情報モニタ
36億95百万円

治療装置
177億99百万円

消耗品等
94億59百万円

生体検査装置部門▶▶▶
　自動血球計数装置、血圧脈波検査装置は伸
張しました。心電計関連の売上は減少しまし
た。その結果、連結売上高は116億79百万
円（前年同期比2.1%減）となりました。

治療装置部門▶▶▶
　在宅医療向けレンタル事業は引き続き伸張
しました。人工呼吸器、ペースメーカー、カテ
ーテルの売上は減少しました。
　その結果、連結売上高は177億99百万円
（前年同期比2.3%減）となりました。

 
生体情報モニタ部門▶▶▶
　生体情報モニタは引き続き伸張した結果、
連結売上高は36億95百万円（前年同期比
8.6%増）となりました。

消耗品等部門▶▶▶
　消耗品等部門は、記録紙、ディスポーザブ
ル電極や上記各部門の器械装置に使用する消
耗品や修理、保守を含みます。
　消耗品等部門の連結売上高は94億59百
万円（前年同期比3.4%減）となりました。

　当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大
震災の影響が引き続き懸念されておりますが、復旧に向けた取
り組みも徐々に進み、生産活動などには回復の兆しも見えてき
ました。しかし、米国の景気低迷、欧州の財政問題などを背景に
円高・株安が進むなど先行きは不透明な状況となっております。
　医療機器業界においては、昨年4月に診療報酬が10年振りに
プラス改定となり、医療機関の経営環境改善が期待されており

ますが、質の高い製品とサービスの提供をしつつ経営の効率化
や合理化が求められる状況が続いております。
　このような経済状況の下、当社グループの当第2四半期連結
売上高は426億34百万円（前年同期比1.7%減）となりました。
営業利益は41億67百万円（前年同期比1.6%増）、経常利益は
43億91百万円（前年同期比6.3%増）となりました。四半期純
利益は26億13百万円（前年同期比6.9%増）となりました。

1  営業概況　（平成23年4月1日～平成23年9月30日）
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科 　 目
当第2四半期

平成23年 4 月 1 日から
平成23年 9 月30日まで

前第2四半期（ご参考）
平成22年 4 月 1 日から
平成22年 9 月30日まで

売上高 42,634 43,356
売上原価 21,918 22,929

売上総利益 20,716 20,427
販売費及び一般管理費※ 16,548 16,325

営業利益 4,167 4,101
営業外収益 270 219

受取利息 34 12
受取配当金 81 85
受取補償金 66 31
その他 88 88

営業外費用 46 188
支払利息 10 10
為替差損 10 23
投資損失引当金繰入額 − 48
投資事業組合運用損 22 88
その他 2 18

経常利益 4,391 4,132
特別利益 2 421

固定資産売却益 2 0
投資有価証券売却益 − 63
貸倒引当金戻入額 − 156
保険解約返戻金 − 187
その他 − 13

特別損失 151 94
固定資産売却損 0 0
固定資産除却損 − 7
減損損失 38 0
投資有価証券評価損 59 62
災害による損失 52 −
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 − 21
その他 − 2

税金等調整前四半期純利益 4,242 4,458
法人税、住民税及び事業税 1,595 2,138
法人税等調整額 33 △ 125
法人税等合計 1,628 2,013
少数株主損益調整前四半期純利益 2,613 2,445
四半期純利益 2,613 2,445

科 　 目
当第2四半期

平成23年 4 月 1 日から
平成23年 9 月30日まで

前第2四半期（ご参考）
平成22年 4 月 1 日から
平成22年 9 月30日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,554 6,241

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,100 △ 3,766

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 714 △ 950

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 23 △ 46

現金及び現金同等物の増減額 △ 2,283 1,478

現金及び現金同等物の期首残高 26,348 28,023

現金及び現金同等物の四半期末残高 24,065 29,501

連結財務諸表
連結貸借対照表 （単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）連結損益計算書（累計） 連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）
科 　 目 当第2四半期

平成23年9月30日現在
前　期

平成23年3月31日現在

資 産 の 部

流動資産 57,971 61,574
現金及び預金 24,597 26,912

受取手形及び売掛金 19,770 22,572

有価証券 799 1,199

商品及び製品 6,823 5,897

仕掛品 161 40

原材料及び貯蔵品 1,825 1,386

その他 4,048 3,619

貸倒引当金 △ 56 △ 54
固定資産 43,967 41,481

有形固定資産 ※2 19,757 19,687
無形固定資産 1,451 1,746
投資その他の資産 22,759 20,047
その他 23,095 20,386

貸倒引当金 △ 18 △ 21
投資損失引当金 △ 318 △ 318

資産合計 101,938 103,056

注記事項
　1.	 手形割引高（輸出手形割引高） 52百万円 92百万円
※2.	 有形固定資産の減価償却累計額
	 及び減損損失累計額 21,443百万円 20,333百万円

科 　 目 当第2四半期
平成23年9月30日現在

前　期
平成23年3月31日現在

負 債 の 部

流動負債 19,523 22,437
支払手形及び買掛金 12,223 12,760

短期借入金 1,410 1,400

未払法人税等 1,406 2,383

賞与引当金 1,870 2,185

製品保証引当金 350 386

その他の引当金 68 303

その他 2,193 3,017

固定負債 4,823 4,995
長期借入金 620 620

退職給付引当金 3,055 3,158

その他の引当金 165 184

その他 981 1,032

負債合計 24,346 27,433
純 資 産 の 部

株主資本 77,779 75,859
資本金 4,621 4,621

資本剰余金 9,982 9,982

利益剰余金 68,224 66,303

自己株式 △ 5,048 △ 5,047
その他の包括利益累計額 △ 187 △ 236

その他有価証券評価差額金 △ 136 △ 57
為替換算調整勘定 △ 51 △ 179

純資産合計 77,592 75,623
負債純資産合計 101,938 103,056

注記事項
※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。
役員従業員給料手当等
賞与及び賞与引当金繰入額
役員賞与引当金繰入額
役員退職慰労引当金繰入額
退 職 給 付 費 用
減 価 償 却 費

5,868百万円
1,420百万円
60百万円
18百万円
359百万円
707百万円

5,764百万円
1,250百万円
58百万円
11百万円
326百万円
726百万円
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会社の概況
発行可能株式総数… …………………………… 78,000,000株
発行済株式の総数… …………………………… 19,588,000株
株主数… ……………………………………………… 3,082名
自己株式の状況
・当中間期中の取得株式は、単元未満株式の買取請求による40株
となっております。

自己株式の処分状況
・当中間期中の処分は行っておりません。

自己株式の保有状況
・平成23年9月30日現在の保有自己株式数は以下のとおりとなって
おります。

区　　分 株式数

株 主 名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

株式の状況 大株主

出来高
（株）

0

150,000

300,000

株価
（円）

2010
9

2011
1 2 3 4 5 6 7 8 910 11 12

1,500

2,000

2,500

3,000

株価の推移

所有者別分布状況（％は持株比率）
証券会社
0.11％

外国法人等
16.91％

その他の法人等
25.64％

自己名義株式
12.2％

金融機関
23.27％

個人その他
21.83％

（平成23年9月30日現在）

ア ト ミ ッ ク 産 業 株 式 会 社 2,486 14.46
東 京 エ ン タ ー プ ラ イ ズ 株 式 会 社 1,566 9.11
みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　東京都民銀行口　
再信託受託者　資産管理サービス信託銀行株式会社 857 4.99
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 778 4.53
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 752 4.38
ザ バンク オブ ニューヨーク トリーティー ジャスデック アカウント 743 4.32
株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 725 4.22
福 田 順 子 550 3.20
福 　 田 　 孝 太 郎 531 3.09
株 式 会 社 北 陸 銀 行 500 2.91
※　持株比率は自己株式（2,391,395株）を控除して計算しております。

発行済株式の総数 19,588,000株

自 己 株 式 数 2,391,395株

設 立 年 月 日

資 本 金

事 業 内 容

主な取引銀行

昭和23年7月6日

46億2,160万円

医用電子機器の製造・販売及び輸出入

株式会社東京都民銀行
株式会社みずほ銀行
株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社北陸銀行
株式会社商工組合中央金庫
みずほ信託銀行株式会社

代表取締役社長
専 務 取 締 役
専 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
常 勤 監 査 役
監 査 役
監 査 役
監 査 役

福　田　孝太郎
藤 原 潤 三
尾 﨑 健 治
白　井　大治郎
谷　　　裕一郎
坪 根　　 泉
白 川　　 修
中 川 行 雄
福 田 修 一
高 橋 孝 司
保 田　　 豊
伊 澤 辰 雄
芝　　 昭 彦
鈴 木　　 勇

会社の概況 取締役及び監査役

フクダグループ
フクダ電 子北海道 販 売 株 式 会 社

フクダ電子北東 北 販 売 株 式会 社

フクダ電子南東 北販 売 株 式会 社

フ ク ダ 電 子 新 潟 販 売 株 式 会 社

フクダ電 子 北関東 販 売 株 式 会 社

フクダ電 子西関東 販 売 株 式 会 社

フクダ電 子南関東 販 売 株 式 会 社

フ ク ダ 電 子 東 京 販 売 株 式 会 社

フクダ電子東京中央販売株式会社

フクダ電子東 京西販 売 株 式会 社

フクダ電 子 神奈 川販 売 株 式 会 社

フ ク ダ 電 子 北 陸 販 売 株 式 会 社

フ ク ダ 電 子 長 野 販 売 株 式 会 社

フ ク ダ 電 子 中 部 販 売 株 式 会 社

フ ク ダ 電 子 三 岐 販 売 株 式 会 社

フ ク ダ 電 子 京 滋 販 売 株 式 会 社

フ ク ダ 電 子 近 畿 販 売 株 式 会 社

フクダ電 子南近畿 販 売 株 式会 社

フ ク ダ 電 子 兵 庫 販 売 株 式 会 社

フ ク ダ 電 子 岡 山 販 売 株 式 会 社

フ ク ダ 電 子 広 島 販 売 株 式 会 社

フ ク ダ 電 子 四 国 販 売 株 式 会 社

フクダ電子西部北 販 売 株 式会 社

フクダ電 子西部南販 売 株 式 会 社

フクダライフテック北海道株式会社

フクダライフテック北東北株式会社

フクダライフテック南東北株式会社

フクダライフテック新潟株式会社

フクダライフテック関東株式会社

フクダライフテック常葉株式会社

フクダライフテック東京株式会社

フクダライフテック横浜株式会社

フクダライフテック北陸株式会社

フクダライフテック長野株式会社

フクダライフテック中部株式会社

フクダライフテック関西株式会社

フクダライフテック南近畿株式会社

フクダライフテック兵庫株式会社

フクダライフテック中国株式会社

フクダライフテック四国株式会社

フクダライフテック九州株式会社

フ ク ダ ラ イ フ テ ッ ク 株 式 会 社

株式会社フクダ電子多賀城研究所

株 式 会 社 フ ク ダ 物 流 セ ン タ ー

フクダ電子技術サービス株式会社

フクダメディカルソリューション株式会社

北京 福田電子医療儀器 有限公司

FUKUDA  D E N S H I  U S A , I n c . 

FUKUDA DENSHI Switzerland AG
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東京都文京区本郷3-39-4  TEL.（03）3815-2121㈹

医療機器のフクダ電子 検索検索

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月開催

基準日

定時株主総会	 毎年3月31日
期末配当	 毎年3月31日
中間配当	 毎年9月30日
そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

株主名簿管理人

事務取扱場所

郵便物送付／
電話お問い合わせ先

東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社
東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部
〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL.0120-288-324（フリーダイヤル）

公告方法 当社ホームページに掲載する。（電子公告）
<http://www.fukuda.co.jp/>

上場証券取引所 大阪証券取引所（JASDAQ市場）

お手続き
お問い合わせ先　 お取引のある証券会社

お手続き内容 住所変更、単元未満株式の買取・買増請求、配当金受取り方法のご指定、相続に伴うお手続き等

お手続き
お問い合わせ先

〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL.0120-288-324（フリーダイヤル）

特別口座管理機関 住友信託銀行株式会社

お手続き
お問い合わせ先

〒183-8701　東京都府中市日鋼町1番10
住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL.0120-176-417（フリーダイヤル）

お手続き内容 住所変更、単元未満株式の買取・買増請求、配当金受取り方法のご指定、相続に伴うお手続き等

特別口座での
留意事項

①�特別口座では、株式の売却はできません。売却するには、証券会社にお取引の口座を開設し株式
の振替手続を行う必要がございます。

②�株券電子化前に名義書換を失念してお手元に他人名義の株券がある場合は至急ご連絡ください。

◆株主メモ

●証券会社でお取引をされている株主様

●特別口座に記録されている株主様

※未払配当金の支払い、支払明細等の発行に関する手続きはみずほ信託銀行にお問い合わせください。

◆株式事務に関するご案内




